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新基本指針に記載する指定管理鳥獣の管理に関する事項（案） 1 

（前回小委員会資料からの修正点） 2 

 3 

 4 

１．指定管理鳥獣の指定のあり方  5 

 6 

指定管理鳥獣は、全国的に生息数が著しく増加し、又はその生息地の範囲が7 

拡大している鳥獣であって、生活環境、農林水産業又は生態系に深刻な被害を8 

及ぼす鳥獣のうち、当該鳥獣の生息状況及びその将来予測、当該鳥獣による被9 

害状況、第二種特定鳥獣管理計画の作成実施状況等を勘案して、集中的かつ広10 

域的に管理を図る必要がある鳥獣（希少鳥獣を除く）として、法第２条第５項11 

に基づき環境大臣が定めるものとする。 12 

また、国は、指定管理鳥獣の生息状況等や捕獲等の特例措置の必要性を勘案13 

して、必要に応じて対象種の見直しを行うものとする。 14 

15 

参考資料１ 
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２．指定管理鳥獣の管理の考え方  1 

 2 

従来の有害鳥獣捕獲においては、捕獲数や捕獲の期間等は、「被害を防ぐため3 

の必要最小限」とすることを基本としていたが、指定管理鳥獣の管理にあたっ4 

ては、地域個体群の存続には配慮しつつも、可能な限り捕獲等を推進すること5 

を念頭に置いて対応するよう留意するものとする。 6 

都道府県は、当該都道府県内における指定管理鳥獣の生息状況や被害状況等7 

を勘案して、必要と認められるときは、第二種特定鳥獣管理計画に基づく指定8 

管理鳥獣捕獲等事業実施計画を積極的に作成し、捕獲数等の数値目標を設定し9 

て、指定管理鳥獣捕獲等事業を実施するよう努めるものとする。 10 

なお、指定管理鳥獣の効果的な捕獲等をするためには、個体群管理を行うた11 

めに必要な一定の範囲で鳥獣の生息状況を把握しながら、必要に応じて隣接県12 

とも調整を図りつつ、捕獲等をすることが適当であること、鳥獣に関する事業13 

は原則として都道府県が実施することとされていることから、都道府県知事が14 

指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画を作成することとしている。指定管理鳥獣の15 

管理にあたっては、関係主体が広域的及び地域的に連携するよう配慮するもの16 

とし、特に、市町村が鳥獣被害防止特措法に基づく鳥獣被害防止計画を策定し17 

て実施する被害防止のための捕獲等と指定管理鳥獣捕獲等事業が補完し合うよ18 

う努めるものとする。 19 

指定管理鳥獣の適切な管理のため、都道府県は、生息域の分布等に関する調20 

査や個体数推定等を実施して、当該都道府県内における当該鳥獣の生息状況等21 

の把握に努めるとともに、関係行政機関等からの情報収集、関連する調査等を22 

通じ、生活環境、農林水産業又は生態系に係る被害状況の把握に努めるものと23 

する。また、市町村が鳥獣被害防止特措法に基づく鳥獣被害防止計画を策定し24 

て実施する被害防止のための捕獲等との調整を図るなど、関係主体が広域的及25 

び地域的に連携するよう配慮するものとする。 26 

国は、全国的な視点から指定管理鳥獣の管理の目標を設定するとともに等、27 

管理の基本的な指針を定め、各都道府県に対しの取組状況の評価や技術的な助28 

言を行う等により、都道府県による捕獲目標の設定、捕獲状況の速やかな把握、29 

目標の達成状況の評価、必要に応じた目標の見直しが推進されるよう支援を行30 

う。また、必要に応じて国が複数の都道府県による協力連携体制を構築する等31 

により、全国的な取組の水準を高めるよう努めるものとする。さらに、国の機32 

関が管理する区域内において、国の機関が自らの業務の遂行上必要があると認33 

める場合においては、当該都道府県の第二種特定鳥獣管理計画と十分整合を取34 

りつつ、国自ら捕獲等を行うこととし、必要に応じて、都道府県が作成した指35 
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定管理鳥獣捕獲等事業実施計画に基づき、指定管理鳥獣捕獲等事業を実施する1 

ものとする。 2 

3 
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３．第二種特定鳥獣管理計画の作成に関する事項 1 

 2 

第二種特定鳥獣が指定管理鳥獣であって、第二種特定鳥獣管理計画の管理の3 

目標を達成するために、都道府県又は国の機関が指定管理鳥獣捕獲等事業を実4 

施する場合においては、あらかじめ、第二種特定鳥獣管理計画において、指定5 

管理鳥獣捕獲等事業の実施について関する事項を定めるものとし、以下の事項6 

を定める盛り込むこととする。 7 

（※指定管理鳥獣捕獲等事業部分のみ。薄字は現行基本指針に記載済み。） 8 

 9 

○保護又は及び管理の目標 10 

（省略：資料 1-2【Ⅲ】455～457 行に記載） 11 

なお、特に、指定管理鳥獣捕獲等事業を実施する場合においては、科学的な12 

知見に基づき適正な目標を設定できるよう、あらかじめ当該都道府県において、13 

当該第二種特定鳥獣による被害状況や当該第二種特定鳥獣の捕獲数の推移を把14 

握するとともに、個体数推定及び将来予測を実施し、指定管理鳥獣の生息数の15 

動向及び必要な捕獲数を把握するものとする。これらを踏まえて管理の目標と16 

して適切な指標等を設定するとともに、定期的に管理の目標の進捗状況等をモ17 

ニタリングして、指標等の評価を行い、その結果を踏まえて管理の目標を見直18 

すことが望ましい。 19 

 20 

○指定管理鳥獣捕獲等事業の実施に関する事項 21 

第二種特定鳥獣管理計画に定める事項として法第７条の２第５項に定める指22 

定管理鳥獣捕獲等事業の実施に関する事項としてについては、事業を実施する23 

必要性、実施期間、実施区域、事業の目標、事業の実施方法及び実施結果の把24 

握と評価、事業の実施者等を定めるものとする。 25 

事業を実施する必要性については、第二種特定鳥獣管理計画の目標を達成す26 

るにあたって、既存の個体群管理のための事業に加えて指定管理鳥獣捕獲等事27 

業を実施する必要性について、当該鳥獣による生活環境、農林水産業又は生態28 

系に対する被害の動向、当該都道府県内における当該鳥獣の捕獲数、及び、当29 

該鳥獣の生息数の動向（個体数推定及び将来予測等）、当該鳥獣の生息数と被害30 

の関連性等の観点から、第二種特定鳥獣管理計画の目標を達成するにあたって、31 

既存の個体群管理のための事業に加えて、指定管理鳥獣捕獲等事業を実施する32 

必要性について記載するものとする。 33 

指定管理鳥獣捕獲等事業の実施期間については、原則として第二種特定鳥獣34 

管理計画の計画期間内で定めるものとし、第二種特定鳥獣管理計画の目標達成35 

のための事業計画であることから、原則として１年以内とするものとする。な36 
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お、実施期間については対象鳥獣の生態や地域の事情等に応じて適切な期間で1 

設定するものとし、必要に応じて年度をまたぐことも想定される。 2 

実施区域については、指定管理鳥獣捕獲等事業の対象とする地域名を記載す3 

るものとする。 4 

事業の目標については、指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画に基づく捕獲等の5 

効果等を検証・評価できるよう、過去の捕獲等の実績に基づき、指定管理鳥獣6 

捕獲等事業による捕獲数等を過去の捕獲等の実績に基づき記載するものとし、7 

必要に応じて、生息数や生息密度、や生息域の分布、被害量等についても目標8 

を定めても差し支えないものとする。なお、目標については、第二種特定鳥獣9 

管理計画の管理の目標との関係を明確にするとともに、捕獲等事業の進捗状況10 

や達成度を評価できるよう、具体的に定めるよう努めるものとする。 11 

事業の実施方法及び実施結果の把握と評価モニタリング方法については、第12 

二種特定鳥獣管理計画との整合をとるよう留意し、実施の時期や、評価方法等13 

を簡潔に記載するものとする。 14 

事業の実施者については、実施する都道府県又は国の機関が実施する旨を記15 

載するものとする。 16 

 17 

○計画の作成及び実行手続 18 

(2) 関係地方公共団体との協議 19 

（省略：資料 1-2【Ⅲ】500 行に記載） 20 

夜間銃猟を含む指定管理鳥獣捕獲等事業を実施することを想定している場合21 

にあっては、第二種特定鳥獣管理計画の作成段階から、都道府県公安委員会警22 

察との情報共有を行うものとする。 23 

 24 

(3) 利害関係人の意見の聴取 25 

（省略：資料 1-2【Ⅲ】502 行に記載） 26 

なお、国の機関は、指定管理鳥獣捕獲等事業の実施を想定する場合において27 

は、あらかじめ都道府県知事と情報の共有を行うものとする。都道府県知事は、28 

国の機関が実施する指定鳥獣管理捕獲等事業を含む第二種特定鳥獣管理計画を29 

定め、又は当該部分を変更しようとするときは、その内容が適切なものとなる30 

よう、あらかじめ十分に時間的余裕をもって、当該国の機関の長と協議をする31 

ものとする。 32 

 33 

○計画の実行体制の整備 34 

 保護又は管理を適切に進めるため、前述の検討会・連絡協議会の設置等により調査研究、35 

個体群管理、生息環境管理、被害防除対策等を実施し得る体制を整備し、総合的な実施を36 
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図るとともに、必要に応じて鳥獣保護センター等への専門家の配置、大学・研究機関及び1 

鳥獣の研究者との連携により、保護又は管理の科学的・計画的な実施に努める。また、行2 

政機関においては、鳥獣の保護及び管理に精通した人材を育成し、施策の一貫性が確保さ3 

れる体制を整備するよう努めるものとする。この際、鳥獣の保護及び管理に関する専門的4 

な人材確保等の仕組みを活用し、効果的・効率的な実施を図るものとする。 5 

 保護及び管理を推進していく上で、地域住民の理解や協力は不可欠であることから、生6 

態に関する情報や被害予防についての方策等の普及啓発を促進するものとする。 7 

 特に、指定管理鳥獣捕獲等事業を実施するの実施により捕獲等の強化を図る8 

場合は、適切かつ効果率的に事業を実施するため、都道府県は計画の作成・実9 

行において、鳥獣の管理に関する専門的職員の人材を配置するよう努めるとと10 

もに、大学や研究機関及び鳥獣管理の専門家等との連携により、実施計画の作11 

成、捕獲等の実施、結果の評価、生態系等への影響の把握等を実施し得る体制12 

を整備するよう努めるものとする。国は都道府県による専門的人材の育成・確13 

保に対する支援に努めるものとする。 14 

 15 

16 
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４．指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画の作成に関する事項 1 

 2 

（１）目的 3 

指定管理鳥獣捕獲等事業は、当該都道府県における第二種特定鳥獣が指定管4 

理鳥獣に指定されている場合であって、生息状況や被害状況等を勘案して、第5 

二種特定鳥獣管理計画に基づく個体群管理を強化する必要がある場合において、6 

都道府県または国の機関が実施するものとする。 7 

都道府県または国の機関が指定管理鳥獣捕獲等事業を実施する場合において8 

は、あらかじめ、都道府県知事が、第二種特定鳥獣管理計画において指定管理9 

鳥獣捕獲等事業の実施に関する事項を定めるとともに、指定管理鳥獣捕獲等事10 

業に関する実施計画（以下、「実施計画」という。）を作成するものとする。 11 

 実施計画の作成にあたっては、当該都道府県内において、指定管理鳥獣によ12 

る生活環境、農林水産業又は生態系への被害の状況程度、指定管理鳥獣の生息13 

状況及び捕獲数を把握するとともに、個体数推定及び将来予測を行うよう努め14 

るものとし、科学的知見を踏まえながら専門家や地域の幅広い関係者の合意を15 

図りつつ捕獲等の目標及び事業の内容を定めるものとする。 16 

 17 

（２）実施計画に記載する項目         18 

実施計画に記載する項目は、以下を基本とする。ただし、地域の実情に応じ、19 

適宜項目を追加して差支えないものとする。 20 

 指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画の記載項目 21 

 １ 実施計画作成の背景及び目的 22 

 ２ 対象とする指定管理鳥獣の種類 23 

３ 指定管理鳥獣捕獲等事業の実施期間 24 

４ 指定管理鳥獣捕獲等事業の実施区域 25 

５ 指定管理鳥獣捕獲等事業の目標 26 

６ 指定管理鳥獣捕獲等事業の内容 27 

① 捕獲等の方法 28 

② 捕獲個体の放置に関する事項（実施する場合に限る） 29 

③ 夜間銃猟に関する事項（実施する場合に限る） 30 

７ 指定管理鳥獣捕獲等事業の実施体制 31 

８ 住民の安全を確保し、又は指定区域の静穏を保持するために必要な事項 32 

９ その他指定管理鳥獣捕獲等事業を実施するために必要な事項 33 

34 
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（３）指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画の作成者 1 

指定管理鳥獣の効果的な捕獲等をするためには、局所的な被害対策としてでは2 

なく、都道府県の区域程度の範囲で鳥獣の生息状況をみながら、また、必要に3 

応じて隣接県とも調整を図りつつ、捕獲等をすることが適当であること、鳥獣4 

に関する事業は原則として都道府県が実施することとされていることから、都5 

道府県知事が指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画を作成することとしている。 6 

7 
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５．指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画に記載する事項 1 

  2 

指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画の作成にあたっては、以下の事項を盛り込3 

むこととする。 4 

 5 

（１）背景及び目的 6 

第二種特定鳥獣管理計画の背景及び目的を踏まえ、指定管理鳥獣捕獲等事業7 

を導入する背景や目的について、当該都道府県内における指定管理鳥獣による8 

被害状況や指定管理鳥獣の捕獲数の推移、生息状況、個体数推定と将来予測、9 

指定管理鳥獣による被害と生息状況の関係等を踏まえ、指定管理鳥獣捕獲等事10 

業によって、都道府県による個体群管理のための捕獲等事業を強化する必要性11 

を記載するものとする。 12 

 13 

（２）対象鳥獣の種類  14 

対象鳥獣の種類については、環境大臣が指定管理鳥獣に指定し、かつ、当該15 

都道府県において第二種特定鳥獣管理計画が作成されている鳥獣であって、個16 

体群管理の強化を図る必要があると認められる鳥獣について、対象鳥獣として17 

記載するものとする。 18 

 19 

（３）指定管理鳥獣捕獲等事業の実施期間  20 

指定管理鳥獣捕獲等事業の実施期間は、原則として１年以内とするものとす21 

る。なお、実施期間については対象鳥獣の生態や地域の事情等に応じて適切な22 

期間をで設定するものとし、必要に応じて年度をまたぐことも想定される。ま23 

た、上位計画である第二種特定鳥獣管理計画との整合を図るため、原則として24 

第二種特定鳥獣管理計画の計画期間内で設定するものとする。 25 

  26 

 27 

（４）指定管理鳥獣捕獲等事業の実施区域 28 

 指定管理鳥獣捕獲等事業の実施区域については、第二種特定鳥獣管理計画の 29 

対象地域内において、指定管理鳥獣捕獲等事業を実施する区域を記載するもの 30 

とする。実施区域の範囲としては、都道府県は広域的な個体群管理を行う観点 31 

から指定管理鳥獣捕獲等事業を実施することから、複数市町村にまたがる範囲 32 

を想定しているが、一市町村内で実施することを妨げない。具体的には、可能 33 

な限り詳細な地名を記載するとともに、図面により区域を明確にすることが望 34 

ましい。 35 
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 また、実施区域の全部又は一部が、鳥獣被害防止特措法に定める鳥獣被害防1 

止計画に基づくき鳥獣被害対策実施隊等による捕獲等を実施している区域又は、2 

あるいは、国の機関が捕獲等の事業を実施している区域と重複する場合におい3 

ては、計画の作成及び実施に当たっては、既存の事業との整合のとれた目標を4 

設定するとともに、連携して管理を進めることができるよう、捕獲等の場所、5 

時期、手法等について関係者間で調整を行うものとする。 6 

なお、鳥獣被害防止特措法に基づく鳥獣被害対策実施隊等が被害対策を十分7 

に行っている区域や、狩猟による捕獲圧が十分に保たれている場所以外での実8 

施を優先するなど、適切な役割分担がなされるよう考慮するものとする。 9 

 10 

（５）指定管理鳥獣捕獲等事業の目標 11 

指定管理鳥獣捕獲等事業の目標としては、第二種特定鳥獣管理計画に定める12 

管理の目標を達成するために必要な捕獲数等を具体的な数値目標として定める13 

ものとする。また、必要に応じて捕獲場所ごとの捕獲数を具体的に定めるもの14 

とする。なお、鳥獣被害防止特措法に基づく被害防止計画等との連携を通じて、15 

適切な目標を設定するよう努めるものとする。 16 

  17 

（６）指定管理鳥獣捕獲等事業の内容 18 

 指定管理鳥獣捕獲等事業の内容としては、以下の事項を盛り込むこととする。 19 

 20 

① 捕獲等の方法 21 

指定管理鳥獣捕獲等事業において実施する捕獲等の方法について、記載する22 

ものとする。実施方法については、使用する猟法（銃猟、わな猟、網猟等）や23 

なお、銃猟の場合は、実施方法（巻き狩り、誘引狙撃等）規模（日数、回数、24 

人数等）等を記載し、わな猟及び網猟の場合は、使用するわな及び網の種類（く25 

くりわな、箱わな、囲いわな等）及び規模等を記載することとする。また、作26 

業手順や安全管理、錯誤捕獲時の対応、回収・処分方法等について簡潔に記載27 

するものとする。 28 

 29 

② 捕獲等をした鳥獣の放置に関する事項（実施する場合に限る） 30 

指定管理鳥獣捕獲等事業においては、法第 18 条で鳥獣の放置が認められる場31 

合（適切な処理が困難な場合又は生態系に影響を及ぼすおそれが軽微である場32 

合として環境省令で定める場合）以外であっても、生態系に重大な影響を及ぼ33 

すおそれがなく、かつ、指定管理鳥獣捕獲等事業の実施に当たって特に必要が34 

あると認められる場合として環境省令で定められている場合においては、捕獲35 

等をした場所に放置することが認められている。 36 
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法第 14 条の２第８項第１号に基づき、捕獲等をした鳥獣について、捕獲等を1 

した場所に放置する場合は、捕獲等をした鳥獣の放置に関する事項として、放2 

置する必要性、時期、区域、数、捕獲方法、生態系及び住民等の安全並びに生3 

活環境への配慮事項を記載するものとする。 4 

捕獲方法についの詳細として、銃器を使用した鳥獣の捕獲等を行う際には、5 

鳥類の鉛中毒を防止するため、鉛製銃弾を使用しないこととし、その旨を記載6 

するものとする。 7 

また、生態系への配慮事項についの詳細として、必要に応じて、放置した鳥8 

獣を捕食する他の動物を誘引して生態系や農林水産業等に影響を及ぼすおそれ9 

がある場合は放置しない旨を必要に応じて記載するものとする。 10 

 住民等の安全及び生活環境への配慮事項についの詳細として、必要に応じて、11 

クマ類の生息する地域等で、放置した鳥獣をクマ類が捕食することにより、住12 

民等の安全に影響を及ぼすおそ恐れがある場合は放置をしない旨を必要に応じ13 

て記載こととする。さらに、必要に応じて、集落や道路の周辺等、住民等の生14 

活環境に影響を及ぼす可能性がある場合や、住民等の理解が得られない場合に15 

おいては放置をしない旨を必要に応じて記載するものとする。 16 

 なお、捕獲等をした鳥獣の放置に関する事項を定める場合においては、必要17 

に応じて、専門家の意見を聴取するものとする。また、放置する区域の土地所18 

有者や管理者等の利害関係人に対しては、あらかじめ放置の内容を説明し、了19 

解を得るとともに、事業途中で放置に係る問題が生じた場合においては、放置20 

を中止すものとする。また、放置する場合であっても、必要に応じて捕獲個体21 

に関する情報収集に努めるものとする。 22 

 23 

③ 夜間銃猟に関する事項（実施する場合に限る） 24 

 指定管理鳥獣捕獲等事業においては、法第 38 条第１項で禁止されている日出25 

前及び日没後においてする銃器を使用した鳥獣の捕獲等（以下「夜間銃猟」と26 

いう。）については、捕獲等の対象をはっきりと判別することが困難であり、銃27 

砲の発射により人間の生命、身体又は財産に危害を生ずるおそれがあることか28 

ら、法第 38 条第１項に基づき原則禁止されている。このため、指定管理鳥獣捕29 

獲等事業において、都道府県知事が、について、捕獲等の効率性を向上させる30 

ために夜間銃猟が有効であり、かつ、安全管理を厳格な安全管理が可能と判断31 

したに行える場合において、限定して的に夜間銃猟を行う認めることとする。 32 

夜間銃猟を実施しようとする場合は、夜間銃猟に関する事項として、夜間銃33 

猟を実施する必要性、実施する時期、区域、実施方法、実施者（夜間銃猟に関34 

する認定を受けた法第 18 条の２第１項に規定する事業者に委託する限る）、安35 

全管理体制、住民等の安全管理及び生活環境への配慮事項を定めるものとする。   36 
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なお、具体的な内容については、受託者（夜間銃猟に関する認定鳥獣捕獲等1 

事業者）が、夜間銃猟に関する作業計画を定め、都道府県があらかじめ確認す2 

る。 3 

夜間銃猟においても、昼間と同等の安全性の確保が必要であることや、長期4 

的にみても効果が得られる適切な方法で実施する必要があることに留意して必5 

要な事項を記載するものとする。このため、夜間銃猟を実施しようとする場合6 

においては、その必要性を慎重に判断することとし、専門家や関係者等の意見7 

を踏まえて実施内容等を検討して記載するものとする。 8 

 9 

（７）指定管理鳥獣捕獲等事業の実施体制 10 

指定管理鳥獣捕獲等事業をの実施するための体制として、事業主体（都道府11 

県又は国の機関、直営又は委託等）を記載するとともに、委託する場合は委託12 

先の選定にあたってを記載するものとする。 13 

事業の実施にあたっては、認定鳥獣捕獲等事業者に委託する等、適正かつ効14 

果的に事業を実施できる責任を持って安全管理を行うことができる者が捕獲等15 

を実施する体制を記載整備するものとする。また、指定管理鳥獣捕獲等事業を16 

適切に進めるため、捕獲等事業の計画作成、捕獲等の実施、結果の把握と評価、17 

計画の改善を実施し得る体制を整備するとともに、必要に応じて地域の大学・18 

研究機関及び鳥獣の研究者との連携により、科学的・計画的な事業の実施に努19 

めるものとし、その体制を記載するものとする。 20 

 21 

（８）住民の安全を確保し、又は指定区域の静穏を保持するために必要な事項 22 

 住民等（実施区域内で業務を行う者や山菜取りや登山・観光等で立ち入る者23 

を含む）の安全の確保又は指定区域の静穏の保持のために必要な事項を記載す24 

るものとする。 25 

 住民等の安全を確保するために必要な事項については、都道府県又は都道府26 

県が市町村を通じて実施すべき及び指定管理鳥獣捕獲等事業の受託者による安27 

全確保のための方策として、例えば、指定管理鳥獣捕獲等事業実施に関する住28 

民等や関係者への周知、また、指定管理鳥獣捕獲等事業の受託者による安全確29 

保のための方策として、銃猟実施時の立入規制措置やその監視方法、わな及び30 

網設置時の注意喚起看板の掲示、捕獲作業実施者による安全管理等を記載する31 

ものとする。  32 

 33 

（９）その他指定管理鳥獣捕獲等事業を実施するために必要な事項 34 

 指定管理鳥獣捕獲等事業を実施するために必要な安全管理や法令遵守、地域35 

社会への配慮その他の事項を記載するものとする。 36 
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 1 

①事業において遵守しなければならない事項 2 

 事業において確実に遵守しなければならない事項があれば記載するものとす3 

る。例えば、連絡用無線機やドッグマーカー等の使用に係る電波法令の遵守等4 

が挙げられる。 5 

 6 

②事業において配慮すべき事項 7 

 事業において配慮すべき事項があれば記載するものとする。例えば、猟犬を8 

使用する際には訓練を確実に行い、住民等に危害を及ぼすことのないようにす9 

るとともに、必ず猟犬がの使用者の元に戻ってくるように訓練して確実な回収10 

に努めることが挙げられる。また、指定管理鳥獣捕獲等事業による捕獲数の増11 

加に伴い、山中で回収できなかった捕獲個体を猛禽類等が採餌すること等によ12 

り鉛中毒被害が生じることを防ぐため、指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画に基13 

づく捕獲個体の放置をしない場合においても、非鉛製銃弾の使用を進めるよう14 

努めるものとする。 15 

 16 

③地域社会への配慮 17 

地域社会に配慮すべき事項があれば記載するものとする。指定管理鳥獣捕獲18 

等事業を実施していく上で地域社会の理解や協力が不可欠であることから、実19 

施区域、実施日時、実施方法等について、地域社会との軋轢が生じないよう配20 

慮するとともに、鳥獣管理の意義や捕獲等の必要性とその科学的根拠について21 

普及啓発し、理解を得るよう努めるものとする。 22 

 23 

24 
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６．指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画の作成及び実行手続 1 

  2 

安全かつ効率的な指定管理鳥獣捕獲等事業を実施するため、次の手順で実施3 

計画を作成し実行するものとする。 4 

 5 

（１） 関係地方公共団体との協議 6 

法第 14 条の２第４項に規定する関係地方公共団体との協議については、第二7 

種特定鳥獣管理計画の目標の達成に向け、関係地方公共団体の連携を図るため、8 

実施計画については、実施計画対象区域に係る市町村と協議するものとする。 9 

また、実施計画に夜間銃猟の実施を含む場合においては、住民等の生活の安10 

全を確保する観点から、実施計画についてあらかじめ都道府県公安委員会警察11 

と協議するものとする。 12 

 13 

（２） 利害関係人の意見の聴取 14 

 法第 14 条の２第４項に規定する利害関係人の意見聴取については、実施区域15 

おける事業の実施について合意を得る観点から、地域の事情に応じて、実施区16 

域に係る土地所有者や管理者等の必要な関係機関並びに団体又は個人が利害関17 

係人として選定されるよう留意する。また、対象区域及びその周辺に住宅を含18 

む場合においては、地域の代表者等の合意を得るものとし、特に夜間銃猟を行19 

う場合等においてはその他の住民等の意見の聴取にも努めるものとする。 20 

なお、国の機関は、指定管理鳥獣捕獲等事業の実施を想定する場合において21 

は、あらかじめ都道府県知事と情報の共有を行うものとする。また、都道府県22 

は、実施計画の作成段階において、国の機関による指定管理鳥獣捕獲等事業の23 

実施が想定される場合においては、当該国の機関に意見聴取を行うものとする。24 

また、実施区域に国立公園を含む場合においては管轄する地方環境事務所等、25 

国有林野を含む場合においては森林管理局等が利害関係人に含まれうることに26 

留意すること。 27 

 28 

（３） 指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画の決定及び公表・報告 29 

 指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画が決定された後は、速やかに公表するよう30 

努めるとともに、法第 14 条の２第４項に規定に基づき環境大臣に報告する。 31 

 32 

（４） 国指定鳥獣保護区において実施する場合の手続き 33 

指定管理鳥獣捕獲等事業の実施区域に国指定鳥獣保護区が含まれる場合にお34 

いては、捕獲許可が不要となることから、他の鳥獣の繫殖に支障が生じないよ35 

う十分配慮するものとし、法第 14 条の２第４項に規定する、指定管理鳥獣捕獲36 
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等事業実施計画を定め、又はまたは、変更する場合に、指定管理鳥獣捕獲等事1 

業の実施区域に国指定鳥獣保護区が含まれる場合においては、あらかじめ、管2 

轄する地方環境事務所と協議する。 3 

都道府県知事は、法第 14 条の２第３項に基づき、実施計画の実施区域内に国4 

指定鳥獣保護区がある場合において、実施期間が満了したときは、三十日を経5 

過する日までに、捕獲等の結果を環境大臣に報告する。 6 

  7 

（５）国の機関が実施する場合の手続き 8 

法第 14 条の２第５項の規定に基づき、国の機関においては、自らが管理する9 

区域等において必要な指定管理鳥獣の捕獲等をする場合であってにおいて、か10 

つ、当該区域を含む都道府県の第二種特定鳥獣管理計画及び指定管理鳥獣捕獲11 

等事業実施計画の目標達成に資する場合においては、指定管理鳥獣捕獲等事業12 

として当該捕獲等を実施することができる。この場合においては、あらかじめ、13 

当該指定管理鳥獣捕獲等事業が都道府県知事の作成した実施計画に適合するこ14 

とについて、当該実施計画を定めた都道府県知事の確認を受ける。 15 

都道府県知事は、国の機関が実施する指定管理鳥獣捕獲等事業について、国16 

の機関が実施しようとする指定管理鳥獣捕獲等事業の実施期間、区域、捕獲数、17 

事業の内容（捕獲した個体の放置及び夜間銃猟をする場合はその方法を含む）、18 

事業の実施体制、安全確保のための措置等を記載した書面の提出を受け、その19 

内容が実施計画に適合する旨の確認をする。 20 

指定管理鳥獣捕獲等事業を実施した国の機関は、実施期間が満了したときは、21 

その日から起算して二十日を経過する日までに、業務記録の提出等の方法によ22 

り、捕獲等の結果を都道府県知事に通知する。 23 

24 
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７．指定管理鳥獣捕獲等事業の委託の考え方 1 

 2 

 指定管理鳥獣捕獲等事業は、都道府県の職員のみで実施することは困難であ3 

ると想定されることから、認定鳥獣捕獲等事業者その他環境省令で定める者に4 

委託することができる。なお、夜間銃猟については、特に厳格な安全管理が求5 

められることから、夜間銃猟をする際の安全管理について必要な基準に適合し6 

ている認定鳥獣捕獲等事業者に委託する。 7 

 委託にあたっては、以下の考え方で行うものとする。 8 

 9 

（１）委託先の考え方 10 

指定管理鳥獣捕獲等事業の委託先については、適切安全かつ効果率的にな捕11 

獲等事業を行う観点から、選定するものとする。 12 

特に、認定鳥獣捕獲等事業者については、鳥獣の捕獲等をする際の安全管理13 

体制や、従事者の鳥獣の捕獲等をするために必要な技能及び知識等が一定の水14 

準に達していることに鑑みれば、指定管理鳥獣捕獲等事業の委託先として認定15 

鳥獣捕獲等事業者を選定することが望ましく、認定鳥獣捕獲等事業者を育成す16 

る観点からも積極的な活用が期待される。ただし、認定鳥獣捕獲等事業者が確17 

保できない場合においては、地域の実情に応じて、認定鳥獣捕獲等事業者以外18 

の者であっても、必要な安全管理体制や技能及び知識を有し、適切かつ効果的19 

に捕獲等事業を実施することが見込まれる者については、指定管理鳥獣捕獲等20 

事業を委託できるものとする。 21 

さらに、業務の円滑な実施の観点から、必要に応じて、当該事業を実施する22 

地域都道府県内において、十分な捕獲等実績を有するとともに、捕獲実施区域23 

の実情に精通している者を選定するよう考慮するものとする。また、認定鳥獣24 

捕獲等事業者については、安全管理体制及び従事者の鳥獣の捕獲等をするため25 

に必要な技能及び知識等が一定の水準に達していることを鑑みれば、このよう26 

な事業者を育成する観点からも、必要に応じて認定鳥獣捕獲等事業者に積極的27 

に委託することが望ましい。 28 

ただし、認定鳥獣捕獲等事業者の育成・確保については今後の課題であるこ29 

とを鑑みて、当面の間、鳥獣の種類や捕獲等の方法に応じて、適正かつ効率的30 

に捕獲等をするために必要な技能及び知識を有する者であり、安全管理体制を31 

有する者については、認定鳥獣捕獲等事業者以外の法人格を有していない者で32 

あっても、指定管理鳥獣捕獲等事業の内容や地域の事情に応じて、指定管理鳥33 

獣捕獲等事業を委託できるものとする。 34 

なお、指定管理鳥獣捕獲等事業をの実施する地域区域及びその周辺に、従来35 

からその地域で活動してきた狩猟者団体等がある場合には、狩猟者団体等の狩36 
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猟活動に配慮するとともに、必要に応じて協力を求める等、受託者と狩猟者団1 

体等との間で軋轢が生じることのないよう実施主体である都道府県等は、受託2 

者と狩猟者団体等両者の調整を適切に行い、狩猟団体等の狩猟活動に配慮する3 

とともに必要に応じて協力を求めるう等、十分な連携や協調に配慮し、狩猟者4 

団体等と連携・協調して取り組むことができる体制を構築するよう努めるもの5 

とする。 6 

 7 

（２）委託契約のあり方及び考慮すべき事項 8 

 指定管理鳥獣捕獲等事業を委託する際には、業務として適切な価格で発注す9 

るよう、適切な捕獲作業従事者の単価の設定や業務内容等に配慮するものとす10 

る。こととしまた、安全確保や効率性等の観点から適切な価格設定となるよう、11 

捕獲実績や捕獲方手法、安全管理体制等をも考慮したする契約方法により発注12 

することが望ましいなどして、業務の仕様を検討するものとする。なお、業務13 

の仕様成果については、捕獲数のみを設定することが望ましくない場合におい14 

ては、出動作業日数や捕獲努力量その他必要な事項によりを規定するものとす15 

る。なお、生態系等への配慮が必要な地域においては、生態系等への配慮を求16 

めるものとする。 17 

 18 

（３）従事者証の交付 19 

指定管理鳥獣捕獲等事業における捕獲等は法第８条の適用除外となり、捕獲20 

等の許可を要しないが、違法行為の取り締まりの観点から、指定管理鳥獣捕獲21 

等事業を受託した者であり適法な捕獲等である旨を現場で確認できることが必22 

要である。 23 

このため、指定管理鳥獣捕獲等事業を実施する都道府県及び国の機関は、法24 

第 14 条の２第９項に基づき、捕獲等に従事する受託者における捕獲等の従事者25 

等に対し、指定管理鳥獣捕獲等事業に従事する者であることの証明書を交付す26 

ることとする。 27 

 指定管理鳥獣捕獲等事業の実施にあたっては、受託者の事業従事者等（補助28 

者を含む）が捕獲等の業務を実施する際には、従事者証を携帯させるものとす29 

る。 30 

31 
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８．夜間銃猟の実施に関する作業計画 1 

 2 

（１）夜間銃猟の委託と作業計画の作成 3 

指定管理鳥獣捕獲等事業において夜間銃猟を実施する際には、夜間銃猟に係4 

る安全管理体制や技能・知識を有する者が実施することを担保するため、夜間5 

銃猟をする際の安全管理について必要な基準に適合している認定鳥獣捕獲等事6 

業者に委託する。 7 

夜間銃猟を含む指定管理捕獲等事業の委託を受けた事業者は、当該委託に係8 

る事業ごとに、事前に実施場所における実施時間帯の状況を確認して、以下の9 

事項を含む作業計画を作成し、都道府県知事の確認を受ける。 10 

 11 

① 夜間銃猟の実施日時 12 

夜間銃猟の実施日時については、必要性や安全性、効率性等を考慮して、具13 

体的な時間帯を定めるものとする。なお、日出前又は日没後の直近の時間帯と14 

真夜中の時間帯においては、実施すべき安全管理対策等が異なることに留意す15 

る。 16 

 17 

② 夜間銃猟の実施区域 18 

夜間銃猟の実施区域については、図面等を用いて可能な限り詳細に具体的な19 

地域を記載するものとする。なお、実施区域及びその周辺に住宅がある場合に20 

おいては、地域社会の合意を得ることが可能な場所を選定する。 21 

 22 

③ 夜間銃猟の実施方法 23 

夜間銃猟の実施方法については、捕獲方法、使用する銃及び銃弾の種類、射24 

撃場所や方向、想定する着弾点等を可能な限り具体的に明確に記載するととも25 

に、安全性の確保策（バックストップの確保、人の立入がないこと、着弾点の26 

狭さ等）、視認性を確保する方法（スポットライトの使用等）、実施者（射手及27 

び補助者）、安全管理体制（実施責任者、緊急連絡体制等）等について、必要な28 

事項を記載するものとする。また、住民等の安全確保のための対策や周辺地域29 

等への注意喚起の方法等を記載するものとする。さらに、夜間銃猟に対する警30 

戒心の高い鳥獣を増加させないための方策について記載するよう努めるものと31 

する。 32 

 33 

④ 夜間銃猟をする者 34 

夜間銃猟をする全ての捕獲従事者について、氏名、狩猟免許番号・銃所持許35 

可証番号とそれぞれの交付年月日を記載するものとする。 36 
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 1 

⑤ その他の夜間銃猟に関する配慮事項（住民の安全確保のために特に必要な措2 

置及び周辺地域への注意喚起の方法等） 3 

夜間銃猟をする際、住民等の安全確保のために特に必要なものとして受託者4 

がとる措置や、周辺地域への注意喚起の方法について記載するものとする。具5 

体的には、夜間銃猟の実施区域における住民等への事前の周知方法、実施の際6 

の住民等の周知、発砲時の周囲の安全確保、事故発生時の対応等を記載するも7 

のとする。日出前又は日没後の直近の時間帯と真夜中の時間帯においては、実8 

施すべき安全管理対策等が異なることに留意するものとする。 9 

なお、夜間銃猟をする地域の周辺に集落がある場合においては、事前に当該10 

地区の合意を得ることとし、合意を得た旨を記載するものとする。 11 

 12 

（２）夜間銃猟の実施手続き 13 

夜間銃猟を実施する者においては、周知に必要な日数を勘案して、十分な余14 

裕を持って、あらかじめ都道府県知事に夜間銃猟に関する作業計画を書面にて15 

提出するものとする。  16 

都道府県知事においては、当該作業計画が実施計画に適合する旨の確認を行17 

い、当該事業者はその確認を受けたところに従って、確認を受けた夜間銃猟を18 

する者が夜間銃猟を行うこと。 19 

都道府県知事は、夜間銃猟の作業計画について、受託者が現地の状況を確認20 

しながら、実施日時や実施区域、実施方法を具体的に示していることを確認す21 

るとともに、夜間銃猟の必要性や効率性、安全性の観点からの適切性に留意し22 

つつ、実施計画に適合する旨の確認を行うものとする。特に、夜間銃猟をする23 

者については、夜間銃猟をする際の安全管理を図るための体制が基準に適合す24 

るものとして認定を受けた認定鳥獣捕獲等事業者の捕獲作業従事者のうち、夜25 

間銃猟の捕獲従事者としての基準を満たす者であることを確認するものとする。 26 

なお、都道府県知事が、夜間銃猟の受託者が作成した作業計画を確認する際27 

には、実施計画に沿ったものであっても、個別具体的な事情等に鑑み、安全確28 

保の措置について不測の事態が生じ得るものであることから、確認の段階で都29 

道府県公安委員会警察（地元警察署）及び実施区域に係る市町村の意見を聴取30 

するなど、十分な調整を行うものとする。 31 

 32 

33 
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９．指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画の実行体制 1 

 2 

指定管理鳥獣捕獲等事業を適切に進めるため、必要に応じて地域の大学・研究3 

機関及び鳥獣の研究者との連携を図りつつ、実施計画の作成、捕獲等の実施、4 

結果の評価、生態系等への影響の把握等を実施し得る体制を整備するよう努め5 

るものとする。また、事業の実施にあたっては認定鳥獣捕獲等事業者に委託す6 

る等、安全管理に責任を持って捕獲等を実施できる者が捕獲等を実施する体制7 

を整備するものとする。 8 

 なお、指定管理鳥獣捕獲等事業を実施していく上で、地域社会の理解と協力9 

が不可欠であることから、鳥獣管理の意義や捕獲等の必要性とその科学的根拠10 

について丁寧に説明することが望ましい。 11 

12 
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９10．指定管理鳥獣捕獲等事業の実施結果の把握と評価 1 

 2 

都道府県は、指定管理鳥獣捕獲等事業の受託者（国の機関が実施する場合は3 

当該国の機関）から捕獲数及び捕獲情報（鳥獣種、捕獲数（雌雄別、幼成獣別4 

等）、捕獲場所、捕獲努力量等）を収集し、指定管理鳥獣捕獲等事業の目標の達5 

成状況及び達成できなかった場合はその理由等を検証し、指定管理鳥獣捕獲等6 

事業の効果を評価するものとする。特に、夜間銃猟の実施後には、実施方法や7 

実施者等について、専門家や関係者等の意見を踏まえて成果を評価し、夜間銃8 

猟の効果を検証するものとする。更に、より効率的・効果的な捕獲情報収集シ9 

ステムの開発・運用や、生息状況調査の効率化、情報の簡便な分析方法等につ10 

いて検討するものとする。 11 

また、国は、適切な調査手法等の提案や、必要に応じて手法の全国的な統一12 

を行うほか、各都道府県における取組の進捗状況等の把握に努めるものとする。 13 

また、都道府県は、指定管理鳥獣捕獲等事業の実施期間が終了したときには、14 

対象鳥獣の捕獲数や捕獲場所、捕獲情報（捕獲努力量、費用等を含む）等の事15 

業成果に関する情報をもとに、事業の目標の達成状況や第二種特定鳥獣管理計16 

画の目標に対する寄与の程度、指定管理鳥獣捕獲等事業の効果・妥当性等も考17 

慮し、必要に応じて次期の実施計画を作成するものとする。評価の実施にあた18 

っては、鳥獣の管理に関する知識や技能を持った認定鳥獣捕獲等事業者を活用19 

することが望ましく、必要に応じて外部の専門家と連携して実施するものとす20 

る。 21 

国は、適切な調査手法等の提案や、必要に応じて手法の全国的な統一を行う22 

ほか、各都道府県における取組の進捗状況等の把握に努めるものとする。 23 


